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世代育成支援対策推進
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法、兵庫県保育対策等

頁

促進事業実施要綱（関係法令）
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予 算 科 目
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２．対象・目的・内

年

容
延長保育に係る補助事業
１　保育標準時間（国県補助事業　子ども・子育て支援交付金事業）
　(1）事業概要
　　　標準時間（11時間）を超える延長保育を実施し、児童数平均６名以上の実績のある園に補助している

度

。
　　　標準時間であれば、18時又は18時30分で降園となるが、当該事業を行っている園では19時又は19時30分まで
の保育が可能となっており、就労時間の長い保護者に利用しやすい園となっている。（３園）

　

　(2）補助基本額
   1,342,000円（国1/3 県1/3 市1/3）

事 業 概 要  （3）平均利用児童数　43人
２　保育短時間
　(1) 事業概要
　　　短時間（８時間）を超え
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．
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事
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事

補助限度額　11,0

業

64,000円（市単
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概
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数　574人（保育園
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部児童数　974人）
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平成 算

時間外勤務の問題に対処するため、先

説 明 行して財政的な支援を行ってきたことからも継続した支援が必要であると考える。

価

評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 4 実施主体の妥当性 3

２ ポイント 直接のサービスの

事

相手方 3 受益者負担の適切さ 4 市民ニーズの把握 4
事 業 の 継続実施

次 総合評価
子ども・子育て支援法の規定により市町村が策定する子ども・子育て支援事業計画に基づいて実施される事業で、

評 保育時間の延長を行うことに

業

より、定時に帰宅できない保護者も利用しやすく、仕事と子育ての両立に必要な事業

説 明 であり、本市では制度化される前から先行して取り組んできており、今後も継続した事業実施が必要であると考え

価 る。

の概要説明

５．事業の実績・目

書

標

指 標 名 長時間保育実

（

施施設数 単　位 園

説 明

２
兼

や 数 式 市補助交付規程

評

に定める事業を実施す

価

る園の数
活 動

年 度 平

説

成27年度 平成28年

明

度 平成29年度 平成3

書

0年度
指 標 目 標 値 8

）

8
実 績 値 8 8

① 経 費 （

2

千 円 ） 14,887 1

頁

5,246
単位当たりのコスト 1,860.

９

88 1,905.75

指 標 名 単　位

説 明 や 数 式
活 動

年 度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
指 標 目 標 値

実 績 値
② 経 費 （ 千 円 ）

単位当たりのコスト

指 標 名 利用児童数 単　位 人

説 明 や 数 式 長時間保育利用園

年

児数
成 果

年 度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
指 標 目 標 値 600 600

実 績 値 563 574
① 経 費 （ 千 円 ） 14,887 15,246

単位当たりのコスト 26.44 26.56

指 標 名 必要保育士数 単

度

　位 人

説 明 や 数 式 延長保育に必要な必要保育士数
成 果

年 度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
指 標 目 標 値 70 70

実 績 値 60 67
② 経 費 （ 千 円 ） 14,887 15,246

単位当たりのコスト 248.

　

12 227.55
新制度においては、就労時間等を考慮し標準時間を11時間としており、午後６時又は６時30分までの保育を実施し

実績・成果 ている。さらに市内８園中３園については、さらに１時間延長して12時間

当

の保育を実施している。これらにより、
定時に帰宅できない保護者が利用しやすくなっている。全体で15,246,000円のコストを要しているが、１園当たり

等 の 説 明 では約190万円、児童当たりでは２万６千円、

初

保育士１人当たりでは22万円程度となっている。（それぞれ年額）
　

６．評価
評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 4 実施主体の妥当性 3

１ ポイント 直接のサービスの相手方 4 受益者負担の適切さ 4 市民ニーズの把

予

握 4
事 業 の 継続実施

次 総合評価
子ども・子育て支援制度にも延長保育事業（補助事業）が制度化されていること、また、特に保育短時間部分につ

評 いては、本市では、従前から課題であった保育教諭のローテーション勤務や


